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業 務 案 内

○給与計算代行

○労働保険(労災・雇用保険等)手続き代行

○社会保険(健康・厚生年金保険等)手続き代行

○人事、労務Iこ関する相談

○就業規則、各種規程の作成 等

【働くお母さんに感謝】アン・ジャービスは南北戦争時代に「母の仕事の日」運動を起こした社会活動家。

南軍、北軍の敵味方に関係なく負傷兵のために自宅を開放して介護したり、地域の衛生状態改善に努めた人

物とされています。彼女が亡くなった後、娘のアンナが教会での追悼会で白いカーネーションを捧げました。

その後、地元ウェストバージニア州が「母の日」を制定し、 1914年には米国連邦議会が「5月の第二日曜

日を母の日とする」法律を可決しました。 「母の日」の由来をたどると、このように1世紀以上前の女性の

献身的な活動につながります。日曜日ではありますが、自身の母親に感謝の意を伝えるだけではなく、企業

内でも働くお母さんに対して、改めて感謝と激励を伝えてみてはいかがでしょうか。



2022年1 〇月から社会保険の適用拡大!

描画時㊧弼鵬常時編の撞態鯨隙の願操繭務化罷鯖晃菅
パートやアルバイトなど短時間で働く従業員の社会保険加入の義務が、法律改正により従業員数

500人以下の企業にも段階的に適用されます。影響を受ける企業が多いので、ポイントを押さえ

ておきましょう。

圏ートタイマー・アルバイトなどの短時間労働者への

社会保険の適用拡大が進められ、

2020年5月29日に成立した年金

法の改正により、 2022年10月か

らは従業員数101人以上の適用

事業所に、 2024年10月からは従

業員数51人以上の適用事業所に

段階的に適用されることになりま

す。したがって、従業員規模が該

当する場合には段階的適用に備え

て短時間労働者の働き方・働かせ

方を検討しなければなりません。

短時間労働者への社会保険の適

用拡大は既に2016年10月から従

業員数501人以上の適用事業所に

は始まっており、退所定労働時間

20時間以上の者(学生である場合

を除き、月額賃金が88,000円以上、

かつ、雇用期間が1年以上見込ま

れること)は、社会保険に加入し

なければならないことになってい

ます。さらに、2017年4月からは、

従業員が500人以下の適用事業所

であっても、上記の要件を満たす

短時間労働者については、労使で

合意(従業員の2分の1以上の同

意)すれば、社会保険に加入でき

るようになっています。

㊨短時間労働者の社会保険の加入

義務要件の注憲点

現在は、前述の従業員501人以

上の大企業を除く適用事業所で働

く短時間労働者について、 1週間

の所定労働時間および月の所定労

働日数が、同じ事業所で同様の業

務に従事している通常の労働者の

4分の3以上である場合には社会

保険に加入しなければなりません。

しかし、前述の通り、 2022年

10月からは従業員数101人以上、

2024年10月からは従業員数51人

以上の中小企業で働く短時間労働

者が、次の4つの要件を満たす場

合には社会保険に加入しなければ

ならないことになります。

①週所定労働時間が20時間以上

であること

②雇用期間が2カ月超見込まれる

こと

③賃金月額が88,000円以上である

こと(週給、日給、時間給は月

額換算)

④学生ではないこと(休学中また

は夜間学生は加入対象)

なお、加入要件について①の

「週20時間以上」とは、雇用契約

上の所定労働時間をいうものであ

り、臨時的に発生する残業時間な

どは含みません。また、雇用契約

上の所定労働時間が20時間未満

であっても、残業などが常態化し

て実態としての労働時間が2カ月

連続で週20時間以上とをり、引

き続き、週20時間以上の労働時

間が見込まれる場合には、 3ヵ月

目から社会保険に加入しなければ

ならないことになります。この点

は、社会保険の調査においても厳

しくチェックされることが予測さ

れ、注意しなければならないとこ

ろです。 ②の「雇用期間が2カ月

超」については、雇用契約上は2

カ月以内であっても、実態として

2カ月を超えて使用される見込み

があるときは、雇入れ日に遡及し

て加入しなければ在らないことに

なります。具体的には、有期雇用

の短時間労働者との雇用契約書上

の契約期間が2カ月以内であって

も、契約期間の更新について「更

新する」または「更新する場合が

ある」などと明示されていて、 2

1日・メーデー

8日・世界赤十字デー

10日・日本気象協会創立諦念臼

10日へ16日・愛鳥週間

12日・ナイチンゲールデー(看護の目)

15日・沖縄復帰記念日

下旬e家内労働旬間

30日・消費者の日

31目・世界禁煙デー

※禁煙週間は5月31日へ6月6日

※人事・労務・企業経営領域を中′高二、各月の「記念日」を列挙します。
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カ月を超えることが見込まれる場

合などが該当します。また、雇っ

た当初2カ月を超えて雇用見込み

がなかった場合でも、契約更新な

どによりその後において継続して

2カ月を超えて雇用が見込まれる

ようになった場合には、その時点

から社会保険に加入しなければな

らないことになります。

③の「月額賃金88,000円以上」

の賃金額の範囲は、基本給および

諸手当など毎月定額で支払われる

ものをいい、次のものは含みません。

⑦1カ月を超える期間ごとに支払

われる賃金(賞与等)

⑦時間外労働、休日労働、深夜労

働に対して支払われる割増賃金

⑦精勤手当、通勤手当、家族手当

など最低賃金に算入しないこと

が定められている賃金

㊨事業規模の捉え方

社会保険の適用拡大は、前述の

とおり、適用事業所の従業員数に

応じて段階的に進められていくこ

とになりますが、前述の4つの加

入要件を満たす短時間労働者につ

いて社会保険に加入させるか否か

の従業員規模をみる場合には、そ

の事業所において常時使用する労

働者数ではなく、適用拡大前の現

在の社会保険の被保険者数で判断

します。社会保険の加入対象とな

らない短時間労働者はカウントし

ません。

2022年10月から従業員101人

以上の適用事業所で働く短時間労

働者が加入要件に該当する場合に

は、社会保険への加入義務が生じ

ます。例えば社会保険の被保険者

となっている正社員など常勤フル

タイムの従業員が50人、同様に

社会保険の被保険者となっている

短時間労働者(週所定労働時間お

よび月所定労働目数が常勤の4分

の3以上)が60人、社会保険の

被保険者となっていない短時間労

働者が20人で合計従業員数130

人の適用事業所であれば、社会保

険の被保険者数は110人となりま

すので、その時点で社会保険の加

入対象となっていない20人につ

いて、前述の加入要件に該当する

場合は社会保険に加入しなければ

なりません。他方、従業員101人

以上でも、正社員および短時間労

働者で社会保険の被保険者となっ

ている者の合計数が100人以下の

適用事業所の短時間労働者は、前

述の要件に該当する場合であって

も、 2022年10月時点では社会保

険の加入対象とはならないことに

なります。

注意しなければならないのは、

社会保険の適用は、法人および個

人を問わず、事業所単位(支店、

支社、工場など)で適用されます

が、段階的適用については事業場

ごとに適用基準となる被保険者数

で判断するのではなく、同一の法

人番号である法人ごと(個人事業

所は個々の事業所ごと)の被保険

者数で判断します。

では、従業員数の変動が多い事

業所などほどの時点で判断すれば

よいのかということになります

が、月ごとに従業員数の増減があ

る場合には「直近12カ月のうち

6カ月で加入基準を上回ったとこ

ろ」で適用対象となります。なお、

いったん適用対象となった後に従

業員数が適用規模を下回っても、

原則として、引き続き適用される

ことになります。

今回の中小企業への適用拡大

は、扶養の範囲内で働く主婦の

パートタイマーの働き方および企

業の法定福利費の増加に大きな影

響が出てきますので、早めに周知

し働き方について労使で話し合う

ことも必要となります。


